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横田基地対策に関する要望書 

 

横田基地は日米安全保障条約に基づく在日米軍基地としての機能の

ほか、防空の中枢となる航空自衛隊航空総隊司令部としての機能をもつ、

国防上、極めて重要な基地であると認識しているところであります。 

 我が瑞穂町は、昭和１５年の陸軍多摩飛行場の設置以来、常に国政に

協力し、終戦後も数次にわたる横田基地の拡張に応じてまいりました。 

 その結果、基地への提供面積は基地総面積の３割強、２１７万１千平

方メートルに及び、まちづくりの大きな阻害要因となっております。 

 特に、当町は滑走路の北側延長線上にあるため、地域住民は通常の離

着陸をはじめとして、基地の常駐機による旋回訓練及びヘリコプターの

低空飛行等により、日夜騒音に悩まされ続けております。 

 また、町民は騒音被害のみならず、いつ起こるともしれぬ航空機事故

などに不安な毎日を送っておりますが、防衛施設の維持、運用には理解

を示し協力しているところであります。改めて、当町がおかれている耐

えがたい実情を十分に理解され、下記の事項について実現されるよう強

く要望するものであります。 

 

記 

 

１ 軍民共用化反対について 

町民は、横田基地が国防上重要な施設との認識の下、基地に起因す

る様々な障害に耐え忍んでおり、これ以上の騒音や事故による危険性

の増大につながる軍民共用化には絶対反対である。 

平成１１年４月２３日、石原慎太郎氏が東京都知事に就任し、米軍横田基

地の軍民共用化が表明された。これに対し、瑞穂町議会では同年５月１０日

の臨時会において軍民共用絶対反対の決議を全会一致で採決し、それ以降、

町とともに関係機関に対し要請してきた。 

その後、猪瀬直樹氏、舛添要一氏、小池百合子氏が東京都知事に就任され

たが、表現の違いはあるものの、東京都は共用化推進に取り組んでいる。 

日米両政府は共同使用に関する適切な決定を行うとされているが、

期限とされた平成１９年１０月から１０年が経過するものの、依然結

果が示されていない。万が一、軍民共用化を推進するならば、基地そ



のものに対する反対運動が予想されるので、飛行直下に位置する地元

自治体の反対の意向を尊重した適切な決定を強く要望する。 

 

２ 住宅防音工事の拡充について 

（１）区域指定告示後に建築した家屋の全てについて、防音工事の対象

とされたい。また、離着陸だけでなく、瑞穂町上空での旋回訓練が

恒常化している現状を踏まえた住宅防音区域の拡充を図られたい。 

（２）防音工事対象区域の指定値を、騒音被害の実態及び地形等を十分

に考慮し、Ｌｄｅｎ５７（７０ＷＥＣＰＮＬ）に改正されたい。 

（３）住宅防音工事の助成にあたり、現在の住宅の建築状況並びに地球

温暖化防止への環境意識の高まりを考慮し、複層ガラス及び建具を

基本仕様とするよう制度の改正を図られたい。 

（４）平成１８年度に終了した太陽光発電システムモニタリング事業に

ついて、１０年以上が経過したがいまだ調査、検討の段階に留まっ

ている。住宅防音に伴う使用電力量を削減し、対象者の経費負担軽

減と環境にやさしいエネルギーの導入を促進するため、一般家庭等

における太陽光発電システムの設置を住宅防音工事事業に位置付

ける改正等を早急に図られたい。 

（５）復旧工事について、希望届提出から工事実施までに長い時間を要

し、住民に不便を強いている。特に空気調和機器については顕著で

ある。この状況を改善するため、故障後即座に復旧可能となるよう

補助制度の改善を図られたい。 

（６）住宅防音工事を実施した住宅で、現在区域外となった住宅の防音

部材の修繕については、通常の部品交換より高額になる分について、

助成の対象とされたい。 

 

３ 補助事業における採択基準等について 

過去の騒音被害により騒音防止事業並びに民生安定施設整備事業

（防音助成）を受けた町立小中学校及び公共施設の防音機能復旧並び

に空調機能の復旧工事に関しては、平成２９年度に向けての騒音測定

結果は、補助基準に達することなく、事業化に至らなかった。 

米軍基地の運用は軍事上の理由から離発着の時間帯を知る術もな

い上、近年、戦闘機の緊急飛来や、グローバルホークの一時展開等、

常駐機以外の飛来もある。昨今の緊迫化している情勢からも、今後、



米軍の運用上いつ機能の強化や運用の変更がなされるか予断を許さ

ない状況である。 

基地が人口の密集する地域に存在し、騒音のために施された防音工

事及びそれに伴う附属設備の老朽化の機能復旧工事が、現行の騒音測

定の結果のみの判断で不採択となることは、到底納得できるものでは

ない。 

本事業については、騒音レベル及び発生回数のみの基準の適用では

なく、基地の存在及び運用に伴う様々な障害に対する対策であるとい

う重要性並びに当町の実情を十分考慮し採択されると共に、補助事業

における事務の簡素化及び早期交付にも配慮願いたい。 

 

４ 新たな補助制度の創設について 

基地の存在は、滑走路延長線上の土地利用の甚だしい障害となって

いるが、その補償は住宅防音の工事及び農耕阻害に対する損失補償に

止まっている。米軍再編による航空自衛隊総隊司令部の移駐後も、基

地の運用、態様の変化は継続的に行われている中、再編交付金は平成

２８年度をもって交付が終了となった。その一方で、本年４月に「再

編関連訓練移転等交付金」が創設され、訓練移転等が実施される地域

のみに交付されることになっている。町の中心部が、騒音被害や基地

が所在することによる影響が甚大である当町に対し、今後この地域を

整備するに当たり、これらの実情を考慮して応分の補助を措置された

い。また、補助事業で設置した建物の維持管理に対する補助等、新た

な措置が取れる制度の創設を図られたい。 

 

５ 現行補助制度の拡充 

民生安定対策上、必要なものについては、時代の変化に対応した補

助対象の拡大とメニュー化を図り、全て補助対象施設とすること。 

 

６ 特定防衛施設周辺整備調整交付金について 

滑走路北端に位置する当町は、常駐機だけではなく飛来機による離

陸、着陸、急上昇及び低空飛行等による騒音被害は甚大なものであり、

平成２８年度においても環境基準を大幅に上回る状況である。また、

暫定とはいえ、グローバルホークの一時展開を横田基地で行うなど、

本年は米軍の運用に対する負担を特に受けている。 



ついては、これら当町の実情を十分に考慮し、特定防衛施設周辺整

備調整交付金の積極的な増額を図られたい。 

本交付金は、基地の所在が地域発展の阻害となっていることに対し

て交付されるものであるが、これらは現行法令で定める補助内容のみ

により解消されるものではないため、より使途の範囲を拡大できるよ

う措置されたい。 

また、年度事業の確実な執行のため、早期に交付されるよう要望す

る。 

 

７ 常駐機等の市街地上空における低空飛行及び旋回訓練の中止につ

いて 

昨今のサムライサージ訓練に代表される、Ｃ－１３０の市街地上空

における旋回及び低空飛行は騒音のみならず航空機事故の危険性を

伴う。町民が多く在宅している夕方から夜間に掛けての訓練も多いた

め、町民の精神的負担は甚大である。また、他の基地から飛来するジ

ェット戦闘機の騒音は凄まじく、１１０ｄＢを超える爆音であるため、

市街地上空におけるこれらの訓練の中止を米軍に申し入れされたい。 

 

８ エンジンテストによる騒音・排気ガスの被害について 

  基地北西側の住民から、エンジンテストによる騒音、排気ガスによ

る生活環境への被害について苦情が寄せられている。住宅近くでの、

エンジンテストを回避されたい。 

 

９ ヘリコプターの飛行訓練の中止について 

平成１５年９月にヘリパッドが南側に新設されたが、当町の市街地

において低空での訓練が未だに実施されている。ヘリコプター騒音は

継続時間が長く、時には８０ｄＢを超えるため、町民の被害は甚大で

ある。 

また、平成２８年には、横田基地所属のヘリコプターが２月には調

布飛行場へ、４月にはキャンプ富士内へ、１０月には富山空港へ予防

着陸と、立て続けに機体のトラブルが相次ぎ、町民はより一層不安を

募らせているところであるので、市街地上空での訓練の中止を米軍に

申し入れされたい。 

 



10 情報提供について 

本年３月のオスプレイ配備時期延期についての情報は、報道が先行

するなど国からの情報提供に遅れが目立つ。地域住民の安全や生活環

境の確保には基地に関係する様々な情報が必要不可欠であるため、事

件・事故の規模及び基地外への影響の有無にかかわらず、一層の迅速

かつ適時・的確な情報提供に努められたい。 

  また、国の責任による、ホームページ等を活用した迅速な情報提供

の徹底を求める。 

 

11 ＣＶ－２２オスプレイの配備について 

平成２７年５月１２日及び１５日に貴省及び外務省から、ＣＶ－２

２オスプレイを横田基地に配備する旨の米国政府からの通報内容等

について説明があった。その後１０月１４日には貴省から環境レビュ

ーについての説明があり、また、本年３月には配備時期延期の説明を

受けたところである。 

安全保障に関することは、国の専管事項と認識しているが、町民は

かねてから環境基準を上回る騒音に悩まされ、航空機事故に対する懸

念など、日常生活を営む上で大きな不安を抱えている。更なる具体的

な説明や迅速かつ正確な情報提供を行うなど、町民の不安解消に努め

られるとともに、町民の安全と生活環境の向上のため、十分な措置を

講じられたい。 

また、周辺地域への低周波音による健康被害等が懸念されることか

ら、国の責任において、調査を実施されたい。 

 

12 ＪＲ八高線複線化事業について 

東日本旅客鉃道株式会社では、ＪＲ八高線拝島駅・箱根ケ崎駅間の

複線化事業を進めていたが、現在は米軍用地取得事業が中断している

状況である。ＪＲ八高線の複線化事業は、町民の悲願であり、町も全

面的に協力しているところである。 

そこで、東日本旅客鉃道株式会社の事業推進の際には、当該用地の

確保に当たり特段の配慮を願いたい。 

 

13 大規模災害への対応について 

大規模災害時の幹線道路の寸断等を想定し、物資輸送、緊急時避難



経路等として、北側部分に災害時用のゲート設置を図られたい。 

 

 

 貴職におかれましては、飛行直下に位置し、航空機騒音被害をより多

く受けている当町の実情をご賢察の上、特段のご配慮をいただきたく要

請いたします。 
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    議  長  小 山  典 男 
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